
収入保険制度の実施

【令和５年度予算額 30,643（18,418）百万円】

＜対策のポイント＞
品目の枠にとらわれずに、農業経営者ごとの収入全体を見て、自然災害による収入減少だけでなく、価格低下なども含めた収入減少を補塡する収入保険

制度を実施します。

＜事業目標＞
○ 農業保険（農業共済・収入保険）の加入率の向上
○ 保険金及び特約補塡金の支払を１ヶ月以内に実施した割合（目標：100%）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．農業経営収入保険料・特約補塡金の国庫負担
27,838（15,887）百万円

➀ 農業経営収入保険料国庫負担金
保険方式について、農業者が支払うべき保険料の1/2を国が負担します。

② 農業経営収入保険特約補塡金造成費交付金
積立方式について、農業者が積み立てる積立金の３倍に相当する金額を

国
が負担します。

２．農業経営収入保険に係る事務費及び加入支援
2,805（2,531）百万円

① 農業経営収入保険事業事務費負担金

収入保険制度の実施主体である全国農業共済組合連合会（全国連合
会）に対し、収入保険制度に関する事務の執行に必要な経費（人件費、旅
費、システム運営費、業務委託費等）の1/2以内を国が負担します。

② 収入保険加入支援事業
全国連合会の業務委託先のほか、JA、農業会議、法人協会などの関係機

関が普及体制（都道府県協議会）を構築して取り組む、収入保険の普及活
動及びオンライン手続等加入申請のサポート活動を支援します。

【収入保険制度の仕組みの概要】
収入保険制度は、品目の枠にとらわれず、自然災害による収入減少だけでなく、

価格低下なども含めた収入減少を補塡する仕組みです。
具体的には、
① 青色申告を行っている農業者（個人・法人）を対象に、
② 保険期間の収入が基準収入の９割（補償限度額）を下回った場合に、下回っ

た額の９割（支払率）について、「掛捨ての保険方式（保険金）」と「掛捨てと
ならない積立方式（特約補塡金）」の組合せで補塡します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］経営局保険課（03-6744-7147）

保険金等

国

全国農業共済組合
連合会

1/2等
農業者

保険料・積立金・付加保険料

都道府県
協議会

加入支援事業費（定額）

（１、２①の事業）

（２②の事業）

（注）５年以上の青色申告実績がある者の場合

90％（保険方式＋積立方式の補償限度
額の上限）

80％（保険方式の補償限度額の上限）

規模拡大など、保険期間の
営農計画も考慮して設定

過去５年間の平均収入
（５中５）を基本

100％

収入
減少

自己責任部分

保険期間の収入

保険方式で補塡

積立方式で補塡

基準収入

支払率（90％を上限として選択）

※ 令和２年１月からは、補償
の下限を選択することにより、
最大４割安い保険料で加入
できるタイプを創設
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◯ 補てんの財源は、農業者と国が１対３の割合で負担します。
◯ このため、補てんを受けるには、農業者からの積立金の拠出が必要となります。
◯ 補てん後の積立金の残額は、翌年産へ繰り越されるため、掛け捨てとはなりません。

補てん額 ＝（標準的収入額－当年産収入額）×０．９

（３）ナラシ対策の仕組み

【10a当たり標準的収入額とは】
直近５か年の収入額のうち、最高年と最低年を除いた３か年の平均収入額で、品目

ごと、地域ごとに計算しています。各年産の収入額は、米であれば、地域の産地品種
銘柄のうち、数量の多い上位３銘柄平均販売価格に、地域の実単収を乗じて算出しま
す。

【10a当たり当年産収入額とは】
当年産の収入額として、品目ごと、地域ごとに計算しています。当年産の収入額は、米

であれば、当年産の地域の産地品種銘柄のうち、数量の多い上位３銘柄平均販売価格
に、当年産の地域の実単収を乗じて算出します。

（１）交付対象者

認定農業者、集落営農、認定新規就農者
（いずれも規模要件はありません）

※ 集落営農の要件は、２要件（①組織の規約の作成②対象作物の共同販売経理
の実施）に緩和し、「農業経営の法人化」及び「地域における農地利用の集
積」については、市町村が確実に行われると判断するものとします。

（４）収入保険との関係

○ 農業者は、収入保険かナラシ対策のどちらかを選択して加入
することができます。

農家拠出を伴う経営に着目したセーフティネットであり、米及び畑作物の農業収入全体の減少による影響を緩和するための保険的制度
です。農業者の米、麦、大豆等の当年産の販売収入の合計（当年産収入額）が、標準的収入額を下回った場合に、その差額の ９
割を補てんします。

都道府県等地域単位

対象農産物の
10a当たり標

準的収入額

対象農産物の
10a当たり当

年産収入額直近５年の
うち、最高・
最低を除く
３年の平均
収入

米の生産面積

・
・
・

農業者単位

×

× 麦の生産面積

× 大豆の生産面積

農業者毎の
標準的収入額

農業者毎の
当年産収入額

農業者
【１】

国
【３】 収入減の

９割を補てん

（合算相殺）

米・畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策） 【令和５年度予算額

米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ

（２）対象農産物

528（683）億円(所要額)】

61


	スライド 0: 米をめぐる関係資料
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3: ① 我が国における米の状況
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6: 米の用途別・年産別面積の推移
	スライド 7: 令和４年産の水田における作付状況 （令和４年９月15日時点）
	スライド 8: 米の流通経路別流通量の状況
	スライド 9: 米の流通の状況（平成16～令和２年産米）
	スライド 10
	スライド 11: 家庭における１世帯当たりの支出金額の推移
	スライド 12: 米の消費における家庭内及び中食・外食の占める割合
	スライド 13
	スライド 14: 米の消費動向
	スライド 15: 米の消費動向 ③（精米購入経路別の購入単価、家庭内の月末在庫数量）
	スライド 16: 主食用米の販売動向（米穀卸売業界調査）
	スライド 17: （参考） 茶わん１杯のお米の値段
	スライド 18: 販売目的で作付けした水稲の作付面積規模別農業経営体数（平成23年～令和４年）
	スライド 19: 米の作付規模別60kg当たり生産費（令和３年産）
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22: 日本における穀物等の備蓄（備蓄水準とその考え方）
	スライド 23: 日本における穀物等の備蓄（効果的・効率的な備蓄の考え方、備蓄の負担）
	スライド 24: 政府備蓄米の無償交付（子ども食堂等、子ども宅食への支援）【令和４年度】
	スライド 25: 東日本大震災を踏まえての災害時に対応した備蓄
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28: ② 食料・農業・農村基本計画
	スライド 29: 食料・農業・農村基本計画：本文（米・水田農業関係抜粋）
	スライド 30: 食料・農業・農村基本計画：令和12年度における食料消費の見通し及び生産努力目標（米部分抜粋）
	スライド 31: ③ 需要に応じた生産の推進に向けた施策等
	スライド 32: 令和５年産水田活用予算の全体像
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39: ③水田活用の直接支払交付金等
	スライド 40
	スライド 41:  水田活用の直接支払交付金の交付対象水田の見直しについて 
	スライド 42: 水田活用の直接支払交付金の交付対象水田について
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46: 種子の増産スケジュール（米粉用米の専用品種）
	スライド 47: 令和５年産以降の米粉用米への支援について
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52: 飼料用米の申請項目の変更について
	スライド 53
	スライド 54: ④小麦・大豆の国産化の推進
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57
	スライド 58
	スライド 59: 主食用米の需給安定の考え方について
	スライド 60
	スライド 61: 米・畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策） 【令和５年度予算額
	スライド 62: ナラシ対策：令和４年産米の10a当たりの当年産収入額及び補てん額（試算）
	スライド 63: ナラシ対策：各年産の加入状況等
	スライド 64: 米穀周年供給・需要拡大支援事業
	スライド 65
	スライド 66
	スライド 67: 米穀周年供給・需要拡大支援事業におけるこれまでの主な取組事例
	スライド 68: 農業再生協議会について
	スライド 69: 全国的な推進組織について
	スライド 70: 需要に応じた販売について（低価格帯の需要への生産・販売の拡大）
	スライド 71
	スライド 72
	スライド 73: 中食・外食向けの需要に応じた生産・販売事例
	スライド 74: 「米と健康」に着目した情報発信について
	スライド 75: ホームページ及びSNSを活用した米の消費拡大の情報発信について
	スライド 76: YouTubeを活用した米の消費拡大の情報発信について
	スライド 77: 米の消費拡大に関する政府広報での情報発信について
	スライド 78: 新たな視点（エシカル消費）に着目した米の消費拡大の取組について
	スライド 79: 産地と中食・外食事業者等の米マッチングフェア
	スライド 80
	スライド 81
	スライド 82
	スライド 83
	スライド 84
	スライド 85: （参考）スマート農業実証プロジェクト
	スライド 86
	スライド 87
	スライド 88: スマート・オコメ・チェーンコンソーシアムについて
	スライド 89
	スライド 90: スマート・オコメ・チェーンコンソーシアム会員一覧
	スライド 91: 米（玄米・精米）の物流合理化について
	スライド 92: ④ 新規需要米の取組状況
	スライド 93: 多収品種について
	スライド 94
	スライド 95: 令和４年産飼料用米の出荷方式、品種別面積
	スライド 96: 飼料用米の供給状況
	スライド 97: 配合飼料メーカーの立地状況と飼料用米の集荷・流通体制
	スライド 98: （参考）飼料用米の流通経費について（全国生産者団体による集荷･流通の場合）
	スライド 99: 米粉用米の状況
	スライド 100: 米粉によるグルテンフリー食品市場の取り込みに向けて
	スライド 101: 米粉の利用拡大支援対策事業
	スライド 102
	スライド 103
	スライド 104
	スライド 105: ⑤ コメの輸出・輸入
	スライド 106: コメ・コメ加工品の輸出をめぐる状況
	スライド 107
	スライド 108: パックご飯・米菓・日本酒の輸出実績の推移
	スライド 109: 農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（2022年12月改訂）について
	スライド 110
	スライド 111: 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律
	スライド 112: 全日本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会（全米輸）の概要
	スライド 113
	スライド 114: コメ海外市場拡大戦略プロジェクトについて
	スライド 115: 中国向けコメ輸出の状況
	スライド 116
	スライド 117
	スライド 118: 日米の水稲栽培法の主な違い
	スライド 119
	スライド 120: コメの輸入制度
	スライド 121: ＭＡ米の運用に関する政府の方針・見解
	スライド 122: 国家貿易によるコメの輸入の仕組み
	スライド 123
	スライド 124: コメの国家貿易（ＭＡ米等）の運用に伴う財政負担
	スライド 125
	スライド 126: 総合的なTPP等関連政策大綱 [米関係抜粋]①
	スライド 127: 総合的なTPP等関連政策大綱 [米関係抜粋]②
	スライド 128
	スライド 129: 日Ｅ Ｕ ・Ｅ Ｐ Ａ 交渉結果（ コメ）
	スライド 130: 日米貿易協定交渉結果（コメ）
	スライド 131: 世界のコメ需給の現状（主要生産国、輸出国等）
	スライド 132: コメ輸出国の動向



